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Ａ．研究目的 
子供の健康は親に強く規定される。昔の母親は

家庭や地域に支えられて健全な子育てを行ってい

た（小川憲治, 2002「IT 時代の人間関係とﾒﾝﾀﾙﾍﾙ
ｽ･ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ」）。現代の子育ては核家族化や対人関

係の希薄化により、母親一人にその重責が集中し、

これが母親の孤立化を生み、うつ、子供の不健康・

虐待につながっていると考えられる。母親に適切

な情報を届け、母親を他者との関係の中に置ける

ような環境の構築が喫緊の課題である。 
現代社会の情報通信はインターネットに依存し

ている。以前は井戸端会議（オフライン）で行われ

ていた情報交換も、最近ではメールやLINEなどが

主流となった。母親にオンラインメディアを活用

して情報発信する中で、個々の母親へ情報が届き

やすくなるばかりか、情報を受け取った母親が井

戸端会議に加えて、オンラインでつながった母親

同士あるいは友人へ広く情報共有を図り（新たな

ソーシャルキャピタル）、母子の健康状態の向上に

つながると考えた。 
社会的つながりと出生率の相関は知られている

が（厚労省ソーシャルキャピタル関連資料）、当研

究では、オンラインメディアを活用した新しいソ

ーシャルキャピタルの醸成が健康に寄与するかを

検証する。Facebookによるワクチン接種勧奨の効
果は報告されているが（Das et al. J Med Inter
net Res. 2017;19:e389）、それが新たなソーシャ
ルキャピタルを醸成しているかの解析までは行わ

れていない。 
当研究では、自治体や企業と連携して検証する。

我々は以前に府下自治体と共同で、母親に20歳の
娘の子宮頸がん検診受診を促してもらうことで娘

の受診率が有意に上昇し、20歳においても健康が
母親に依存していることを証明した（J Epidemio
l.[Epub]、J Obstet Gynaecol Res. 2016;42:1802
-1807）。この経験も生かして当研究を行う。 
当研究において、母子保健関連健康情報の有効

な発信の手法として、従来の紙媒体による案内よ

りオンラインメディアを利用する手法が、対象者

への情報伝達手法として効果的であると判明すれ

ば、今後、自治体からの健康情報発信は同手法を用

いたものに変わっていくことになるであろう。そ

して、この手法を様々な母子保健領域の情報発信

に活用することで、母親と子供の健康状態の向上
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に寄与できる。これは、政府の掲げる「新3本の矢」
の一つである「夢をつむぐ子育て支援」に直結する

ものである。 
当研究で、オンラインメディアによる母子保健

関連健康情報の発信が新たなソーシャルキャピタ

ルの醸成につながっていることが判明すれば、単

に発信された健康活動への影響のみならず、様々

な広汎な効果が期待できる。すなわち希薄になっ

た対人関係をオンラインメディアによって再構築

でき、信頼感や互酬性の向上を通し、そしてそれが

最後には実社会活動への参加や互助社会の構築な

どにもつながるものと思われる。正に日本社会全

体の成熟が期待されるわけである。 
 

 
Ｂ．研究方法 
（１）子育て世代の母親における健康情報の収集・

共有方法および自治体の医療健康情報・支援体制

提供状況の調査（2019年3月まで） 
 
（１－１）子育て世代の母親の抱える問題と医療

健康情報収取方法の調査 
（１―１－１）アンケート調査 
八尾市（大阪府）において、4か月健診および3歳
半健診に参加した母親を対象に無記名アンケート

を実施した。9月～11月の健診受診者1293名にアン
ケートを事前配布し、健診時に会場で回収した。回

収率は74.7%（1003/1293）と高率であり、年間の
健診対象者の約5割に相当する数であった。主に得
られた知見は以下の通りである。 
・1人目の子育て中が50.7%であった 
・経済的な不安を感じているのは50.2%であった 
・母親以外に子育てを行う人がいないのは17.5%
であった 
・子育ての環境に満足していないのは23.0%であ
った 
・子育てについて気軽に相談できる人がいないの

は5.5%であった 
・子育てに自信を持てないことがあるのは50.0%
であった 
・子育てで孤独を感じたことがあるのは28.2%で
あった 
・子育てで孤独を感じたのは、3歳半健診の母親に
おいても産後1年までが99%であった 
・子育てにおいて家族以外の人と関わりたいとは

思わないのは7.8%であった 

・同じ年代の子どもを持つ保護者同士で交流する

機会がないのは33.9%であった 
・子育てで孤独を感じることと独立して相関する

因子は以下のものであった 
・1人目の子育て中であること（OR:1.6, 95%CI:1.
1-2.3, p<0.01） 
・子育ての環境について満足できていないこと（O
R:2.6, 95%CI:1.3-4.9, p<0.01） 
・子育てに自信を持てないことがあること（OR:6.
2, 95%CI:4.3-9.0） 
すなわち、子育てで孤独を感じることが「母親以

外に子育てを行う人」「気軽に相談できる人」など

の物理的な援助者の有無とは相関せずに、子育て

への満足感や自信の有無などという母親の内面と

相関していることが判明した。 
また、孤独を感じていない母親は普段の生活に

おいて家族や親戚から情報収集を行っている率が

有意に高かった（p<0.01）。」一方、孤独を感じて
いる母親は市の広報・掲示板・問い合わせ窓口（p
<0.01）あるいは保健センター（p<0.01）を利用し
ている率が有意に高いことが判明したが、その率

はそれぞれ市の広報・掲示板・問い合わせ窓口が9.
2%、市の広報・掲示板・問い合わせ窓口が11%と
低率であった。したがって、孤独を感じている母親

に対して如何に市の広報や・掲示板・問い合わせ窓

口あるいは保健センターの存在を周知し、利用を

高められるかが鍵となる可能性が示された。 
 
（１―１－２）インターネット調査 
上記アンケート調査を踏まえて、全国的なイン

ターネット調査を2019年１月29日〜30日に行った。
対象は生後4ヶ月〜12ヶ月未満の子どもを持つ母
親412名で（都市部（東京都・大阪府・神奈川県）
在住が21%、地方在住が79%）あった。主な知見は
以下に示す通りである 
・1人目の子育て中が35.2%であった 
・経済的な不安を感じているのは80.3%であった 
・母親以外に育児を行う人がいないのは30.1%で
あった 
・子育ての環境に満足していないのは30.1%であ
った 
・子育てについて気軽に相談できる人がいないの

は12.1%であった 
・子育てに自信を持てないことがあるのは68.5%
であった 
・子育てで孤独を感じたことがあるのは56.5%で



あった（「よくある」は20.1%） 
・子育てにおいて家族以外の人と関わりたいとは

思わないのは33.3%であった 
・同じ年代の子どもを持つ保護者同士で交流する

機会がないのは44.9%であった 
八尾市でのアンケートに比し、孤独を感じる母

親が約2倍で、全体の過半数であったため、孤独を
感じることと独立して相関する因子の解析（多変

量解析）は、孤独を感じることが「よくある」との

回答との相関を見た。また、乳幼児健診での追加の

フォローの経験の有無やメンタルヘルスの不調の

経験も解析因子として加えた。結果は以下の通り

であった。すなわち、子育てで孤独を感じることと

独立して相関する因子は以下のものであった 
・経済的な不安があること（OR:3.1, 95%CI:1.0-9.
1, p=0.043） 
・子育ての環境について満足できていないこと（O
R:3.1, 95%CI:1.7-5.6, p<0.01） 
・子育てについて気軽に相談できる人がいないこ

と（OR:2.6, 95%CI:1.2-5.4, p＝0.013） 
・子育てに自信を持てないことがあること（OR:6.
3, 95%CI:2.3-16.6, p<0.01） 
・乳幼児健診での追加のフォローの経験があるこ

と（OR:2.5, 95%CI:1.1-5.4, p＝0.021 
・メンタルヘルスの不調の経験があること（OR:2.
3, 95%CI:2.3-16.6, p<0.01） 
すなわち、経済的な不安感や子育てへの満足感

や自信の有無といった母親の内面に関わる因子が

八尾市のアンケート調査同様に有意なものとして

検出され、「子育てについて気軽に相談できる人」

という物理的な因子も一つ加わった。これらの結

果から、子育て中の母親に対しては、他とのつなが

りを構築しつつ、子育てを精神的にサポートする

ことの重要性が確認された。 
内面に関わる因子が孤独感の有無と相関するこ

とを検証するために、母親自身の性格分析および

自己効力感と子育てでの孤独を感じるかどうかの

相関を解析したところ、以下の項目が孤独感と相

関する有意な因子として検出された（p<0.05）。 
＜性格分析＞ 
・人と比べて心配性な方である 
・過去の失敗や嫌な経験を思い出して暗い気持ち

になることがよくある 
・小さな失敗でも人よりずっと気にする方である 
・何かをするとき、うまくゆかないのではないかと

不安になることが多い 

＜自己効力感＞ 
・子どもの健康面について、どれだけ心がけてもな

かなか思わしい健康状態にならないと思う 
・子どもの健康面の問題に直面した時、効果的な解

決方法を見つけることが難しいと思う 
・子どもの健康に関して気にかかる習慣を変えよ

うと努力しても、うまくいかない 
・子どもの健康のために計画を立てても、大体いつ

も計画通りにはうまくいかない 
・子どもの健康に良いことが人並みにできている

とは思わない 
すなわち、母親の自己効力感を高めることが子

育て中の孤独感の軽減に必要である可能性が示唆

された。 
 
（１―２）自治体の医療健康情報提供・支援体制

の実態調査 
自治体の医療健康情報提供や母子の健康支援の

媒体・手法をランダムに全国の自治体のホームペ

ージを調査し、不明点については直接聞き取りを

行ったところ、オンラインメディアとしてはFaceb
ookが大阪府内の自治体ではその約70%、全国の県
庁所在地ではほぼ全てで活用されていた。ついでT
witter、YouTube、Instagram、Lineの順であった。
ただし、オンラインで周知を図られている情報の

内容や提示の仕方、周知方法はまちまちであり、居

住地域による情報の過度な格差を失くすには一定

程度の標準化は必要と考えられた。 
 
（２）地域全体へのInstagram（当初のFaceboo

kから変更）を利用した健康情報提供の有効性の評
価（2019年4月から2020年3月まで） 
本調査は2019年度以降に実施するものであるが、
上記（１）の調査において、利用率（特に孤独を感

じる母親における利用率）の観点から、Facebook
ではなくInstagramを活用した情報発信の有効性
を検証することとした。 

 
（３）対象者個々へのオンラインメディアを利

用した健康情報の提供の有効性の評価（新たなソ

ーシャルキャピタルの醸成と健康行動に及ぼす影

響）（2019年4月から2021年3月まで） 
本調査は2019年度以降に実施するものである。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）子育て世代の母親における健康情報の収

集・共有方法および自治体の医療健康情報・支援体



制提供状況の調査 
＜2018年度＞ 
（１－１）子育て世代の母親の抱える問題と医

療健康情報収集方法の調査 
子どものライフステージや母親の年齢などによ

って、抱える問題や医療健康情報取得の方法が異

なるのか、地域差も含めた現状の解析を目的とし

た。 
八尾市（大阪府）において、4か月健診および3歳
半健診に参加した母親を対象に無記名アンケート

を実施し、77.6%の高回収率であった（（１―１－
１）アンケート調査）。 
この結果が八尾市に特有のものかどうかの検証

と、さらなる詳細な解析を目的にInternet調査を実
施した（（１－１－２）インターネット調査）。 
これら調査は予定通り終了した。 
 
（１－２）自治体の医療健康情報提供・支援体制

の実態調査 
各自治体が紙媒体やオンラインメディアを利用

して、どのように医療健康情報提供や母子の健康

支援を行っているのかを調査した（全国自治体の

ホームページ調査・聞き取り調査）。当調査も予定

通り終了した。 
 
（２）地域全体へのFacebookを利用した健康情
報提供の有効性の評価 
＜2019年度＞ 
紙媒体と比較し、ソーシャルキャピタルにおい

てオンラインで情報伝達の有効性が高まっている

と考えられることから、地域限定でオンライン広

告を用いることができる媒体を利用して、子育て

世代全体に向けて広告を利用した医療健康情報を

提供し、その効果を検証する予定である。用いる媒

体として、当初はFacebookを想定していたが、20
18年度に実施した上記研究（１－１）の結果からI
nstagramを利用することとした。 

 
（３）対象者個々へのオンラインメディアを利

用した健康情報の提供の有効性の評価（新たなソ

ーシャルキャピタルの醸成と健康行動に及ぼす影

響） 
＜2019・2020年度＞ 
それぞれのライフステージに応じた特性をふま

え、2020年度に、健康に関する医療健康情報を半
数の対象者に対しては、SNS（Facebook、Twitte

r、LINE、Instagram等）のQRコード（URL）を
記載した紙媒体にて提供し（従来の紙媒体も同封

予定）、残りの対象者には従来の情報提供を行い、

SNSを通じた情報共有やその広がり、さらにはオ
ンライン上に留まらず、オフラインでのコミュニ

ケーションも含めたソーシャルキャピタルの醸成

効果を検証する予定である（2019年度の従来の紙
媒体による情報提供とも比較する）。 
 
Ｄ．考察 
八尾市のアンケート調査からは、子育てで孤独

を感じることが物理的な援助者の有無とは相関せ

ずに、子育てへの満足感や自信の有無などという

母親の内面と相関し、また、孤独を感じている母親

は市の広報・掲示板・問い合わせ窓口あるいは保健

センターを利用している率が有意に高いことが判

明した。 
一方、全国を対象にしたインターネット調査か

らは、子育てで孤独を感じることと有意に相関す

る独立因子として、経済的な不安感や子育てへの

満足感や自信の有無といった母親の内面に関わる

因子が八尾市のアンケート調査同様に有意なもの

として検出され、「子育てについて気軽に相談でき

る人」という物理的な因子も一つ加わった。さらに、

母親自身の自己効力感と子育てでの孤独を感じる

かどうかが有意に相関していることも明らかにな

った。 
これらの結果から、子育て中の母親に対しては、

他とのつながりを構築しつつ、子育てを精神的に

サポートすることの重要性が確認された。 
 
Ｅ．結論 
子育て世代の母親が感じる孤独は、物理的な孤

独に加えて自己効力感などの個人的な要素も関わ

っていることが明らかになった。周囲との物理的

な関係を構築しつつ、自己効力感を高める取り組

みが求められる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
これまでに該当事象は発生していない 
 

G．研究発表 
1.  論文発表 
なし 
2.  学会発表・講演会等 
なし 
 



＜研究班主催セミナー＞ 
『母子保健の更なる向上を目指して』（平成30年6
月16日、福岡） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1. 特許取得 

 
 
 
 
 
 

  なし 
2. 実用新案登録 
  なし 
3. その他 
  なし 


